
登録者(課長)名【1】 教育企画課長　早川　礼成

施策評価シート
教育企画課(学校運営課、教育指導課、教育

【一次評価】主管課(関係課)【2】
【施策の概要】

支援課)

検
証
項
目

施策成果の目標達成状況
■まだ未達成 □ほぼ達成 □目標を大きく上回る

【14】施策名【3】 分野【4】 まちづくりの方向性【5】 施策の
成果と課題 意識調査での満足度

創造性豊かな子どもたちが育つた □平均を下回る ■ほぼ平均 □平均を上回る創1-3 学校教育の充実 創造性の育つまちづくり 【15】めに
施策実現へむけた施策全体の課題【6】 施策の目標【8】 ◇平成27年４月に泉小学校と住吉小学校を統合しました。引き続き学校施設の適正規模・適正配置及び通学区域の
キーワード【7】 見直しの検討を進めることが課題となっています。

　国際化や情報通信技術（ＩＣＴ）の普及などに伴い、教育の内容は多様化してき ◆生きる力を育むため　一人ひとりが輝き、 ◇「地域ぐるみの安全体づくりの推進」として、平成26年度は市立小学校３校をモデル校として指定。児童の登下
ています。子どもたちが生きる力を育み確かな学力を身につけるための学習内容の の確かな学力の向上 生きる力を育む活力あ 校時の安全を確保するため地域と連携して取り組む学校に対し、必要な用品の購入費用を予算措置し、成果を上げ
対応が進む一方で、いじめや不登校などの問題、子どもの基本的な生活習慣の乱れ ◆子どもの成長と心のる学校づくりをめざし 施策の成果と課題ています。
や社会性の低下などが社会問題となっています。 ケアのための相談機能ます。 (取組成果や目標 ◇小中学校の多くが更新時期を迎えるため、計画的な建替や改修などの対応を進めます。
　市立小・中学校の多くは、昭和30年代から40年代に建てられているため、今後の の充実 ◇家庭の教育力の向上については、小学校９校において家庭の教育力を向上させるリーフレットを作成し、保護者達成に向けた課計画的な建替え改修等の対応が必要となるとともに、地域によって児童・生徒数に ◆地域とともに子ども 会等で啓発活動を進めました。
偏りが生じている現状を踏まえ、適正規模・適正配置の検討を進める必要がありま を見守るしくみ 題、成果向上・ ◇教育情報については、学校ＩＣＴ支援員の作業内容や契約期間の見直しを行なうなど利便性に配慮しつつ、効率
す。 ◆開かれた学校づくり コスト削減策等) 的な運用を行っています。
　一方、学校施設の一般への開放については、児童・生徒の安全面を考慮しつつ、 の推進概要 ◇特別支援教育の充実については、教育支援システムの構築により、学年進行や転学、中学校進学、また通級、特【16】地域との調整を進めながら慎重に対応する必要があります。 ◆家庭の教育力の向上 別支援学級との指導の連続性を図ることができました。◇教育相談機能の充実については、教育相談や就学相談等

◆適正配置を踏まえた において、臨床心理士や特別支援教育の専門家が、子どもの課題の背景や保護者の気持ちを的確に把握しながら実
施設などの検討 施しました。相談件数の増加や複雑化に伴い、相談員の体制、面接の場所や時間などの工夫が必要となります。

留意すべき点(都などの制度の変化・その他制約条件・社会環境の変化)【9】 ◇学校施設を活用し、放課後等の児童の安全で健やかな居場所づくりを地域住民の参画を得て実施しました。

検
証
項
目

施策の重要性の変化◇地方教育行政の組織及び運営に関する法律が改正され（平成27年４月１日施行）、教育委員と教育長を一本化した新「教育長 □弱くなっている ■以前と同程度 □強くなっている
」の設置や、総合教育会議の設置、教育に関する「大綱」を市長が策定することとなった。これにより、教育行政における責任 【17】

今後の方針体制の明確化、市としての教育政策に関する方向性が明確化された。 意識調査での重要度
◇いじめ防止対策推進法（平成25年６月28日）が発令され、いじめの防止等のための対策を総合的かつ効果的に推進するここと □平均を下回る □ほぼ平均 ■平均を上回る

【18】となった。

◇学校施設の適正規模・適正配置及び通学区域の見直しについては、学校関係者や地域住民で構成する協議会等に
事業群名【10】 事業群の施策上の位置づけ【11】 おいて検討を進めます。

◇「地域ぐるみの安全体制づくりの推進」は、今後モデル校を増やし、市立小学校全校での取組を進めます。

事
業
群

学校教育環境の向上を図ります 総合的な学校教育環境の更なる質の向上
1 ◇家庭の教育力の向上については、リーフレットを作成していない９校についての作成及び、保護者会や研修会等

で啓発活動を更に行います。今後の方針特別支援教育の充実に努めます 個に応じた教育支援の充実
2 ◇西東京市立学校施設建替・長寿命化及び大規模改造等事業計画に基づき取組を進めます。

(具体的な事業群 ◇東京都の「公立小中学校ＩＣＴ教育環境整備支援事業」に参加し、タブレットパソコンや電子黒板等を活用した
教育相談機能の充実を進めます 子どもや保護者にとって身近で安心できる相談機能の充実

3 や事務事業を示 授業研究を積極的に行いながら、教育委員会内における今後のＩＣＴ環境整備に係る課題・問題点を十分整理した
上で、平成28年度中の「（仮）教育情報化環境整備計画」策定を目指します。しながら)学校・家庭・地域の連携を支援します 地域とともに子どもを見守るしくみづくり

4 ◇特別支援教育の充実については、一人ひとりの教育的ニーズに合わせた、多様で柔軟な教育の場（特別支援教室
【19】 を含む。）の整備について検討を進めます。

家庭の教育力の向上を支援します 基本的な生活習慣等を身に付けるための支援
5 ◇教育相談機能の充実については、学校内の「気づき」を支援に確実につなげるために、スクールソーシャルワー

クのさらなる向上を図ります。
◇学校施設を活用した児童の居場所づくりの充実に向けて、地域生涯学習事業等を活用し、地域の協力を得て進め
ます。

【施策の成果】

総
合
評
価

施策内容の
□ 拡充 ■ 現状維持 □ 絞込み

年度 24 25 26 27 28 29  方向性【20】
施策実施

指
標
１

名称 目標値 単位 □ 重点化 ■ 現状維持 □ 効率化 「学校教育の充実」に対する満足度 25％ ％ コストの
 方向性【21】

説
明

算
出
式
・

実績値 20.1 20.1 20.1 14.3 施策実施　教育の内容が多様化するなかで、市が行っている「学校教育の充実」の取組に対
Ⅴ 成果を維持しつつ、コストも現状を維持する施策領域する評価を、市民意識調査の「市民満足度」により把握します。

  方針【22】
達成率 80% 80% 80% 57%

【一次評価後の事情変更等】

指
標
２

名称 目標値 単位地域教育協力者活用事業数 307件 件

説
明

算
出
式
・

実績値 238 245 290　学校・家庭・地域の連携において地域教育協力者の果たす役割は重要です。これ
らの人たちを活かした地域教育協力者活用事業数を増やすことを目標とします。

成
果
指
標

達成率 78% 80% 94% 0% 説明【23】

指
標
３

名称 目標値 単位

【12】

説
明

算
出
式
・

実績値

達成率 【行革本部評価】

総
合
評
価

施策内容の
□ 拡充 ■ 現状維持 □ 絞込み

指
標
４

名称 目標値 単位  方向性【20】
施策実施

説
明

算
出
式
・

実績値 ■ 重点化 □ 現状維持 □ 効率化コストの
 方向性【21】

　学校教育の充実については、ＩＣＴなどの最先端技術を活用した学習環境整備や教育支援システムによる特別支
達成率 援体制の整備、臨床心理士や特別支援専門家の配置による心のケアの充実、子どもの見守りなどの安全体制づくり

など、多様化する社会環境に対応した各種の取組を進めてきました。また、学校施設の適正規模・適正配置の取組
達成率の平均値 79% 80% 87% 29% として、平成27年４月に泉小学校と住吉小学校の統合を行い、近接配置による小規模校の解消を進めました。判断理由等

　「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」が平成26年６月に改正され、教育行政における責任体制の明確化
【市民意見】【13】 【24】 、市長部局と教育委員会との連携の強化が示される中、市民意識調査結果では、前回調査に比べ重要度が高くなっ

ており、各事業のニーズを的確に捉えた上で、優先順位に基づいて、効率的に取組を進めることとします。24年度 27年度
　学校施設の適正規模・適正配置については、「学校施設建替・長寿命化及び大規模改造等事業計画」に基づき、
老朽化の進む小中学校の更新に向けた適切な対応とともに、通学区域の見直し等を含めた取組に努めるべきと判断満足度(％) 20.1% 満足度(％) 14.2% 満足度(％)

各年次の市民意識調査で、 し、また、平成30年度までに「特別支援教室」の全小学校開設に向けた取組を進める必要があると判断しました。
満足度 満足度 満足度 施策ごとの「満足、やや満 施策実施-0.02 -0.09 Ⅳ 成果を維持するため、コストの重点化を行う施策領域(平均ポイント) (平均ポイント) (平均ポイント) 足」「重要、やや重要」の   方針【22】

合計値として算出しています。重要度(％) 68.1% 重要度(％) 73.7% 重要度(％)

重要度 重要度 重要度1.12 1.3
(平均ポイント) (平均ポイント) (平均ポイント)



価

るＩＣＴ教育の充実

を

年

図ります。

Ａ

度【28】 事務事

学校施設

業

の適正規模・

適正配置

サ

及び学区域見

直しの検

ー

討

教育支援課 　学校施

ビ

設の統合による児童や

ス

保護者の心理的負担に

貢

対応するため、統合後

献

の小学校に

対してスク

度

ールカウンセラーを配

名

置しています。

14,

称

394 6,160 8,

【

234 継続実施

(平成

2

20年度)

中 　統合校

5

に通うことになった児

】

童や保

護者にとって、

担

安心で安定した学校生

当

活を送るためにスクー

課

ルカウンセラー

の支援

【

は重要である。また、

2

教員の相

談対応の時間

6

も確保しやすくなり、

】

円

滑な学校統合に貢献

概

している。

Ｂ

要【27】 の評価

特色ある

施

学校推進事業

の実施

学

策

校運営課 　総合的な学

に

習の時間は各学校の創

お

意工夫に任されていま

け

すが、各学校がこの授

る

業を通

して特色が出せ

位

るよう、必要となる教

置

材用の消耗品などを配

づ

当しています。

3,0

け

69 3,069 0 改善

【

・見直し

(平成23年

3

度)

上 　各学校の創意

1

工夫による事業が推進

】

できるように教育環境

水

を整えます。

－

準との 【32】事

小学校

業

校舎等建替事業

の実施

費

（中原小）

学校運営課

人

　中原小学校は昭和3

件

4年に設置され、老朽

費

化等の状況も生じてい

 

るため、今後計画的な

(

建替等を進める必要が

直

あります。

0 0 0 　老

近

朽化した教育施設の計

)

画的な整備

を進めるこ

【

とにより、児童がのび

2

やか

に育つ環境づくり

9

に寄与しています。

－

】
 比較【30】

1

中学校校舎等建替事業

学

の実施（ひばりが丘中

校

・田無第三中）

学校運

施

営課 　ひばりが丘中学

設

校は昭和35年に、田

の

無第三中学校は昭和3

適

6年に設置されており

正

老朽化

等の状況も生じ

規

ているため、今後計画

模

的な建替等を進める必

・

要があります。

3,6

適

40,531 3,64

正

0,531 0 　老朽化

配

した教育施設の計画的

置

な整備

を進めることに

及

より生徒がのびやかに

び

育つ環境づくりに寄与

学

しています。

－

区域見

直しの検討

小学校

教

校舎等大規模改

造事業

育

等の実施

学校運営課 　

企

小学校において老朽化

画

した校舎・体育館につ

課

いては、劣化状況を踏

　

まえ第２次総合計

画と

市

整合性を図りながら、

立

大規模改修計画を策定

小

し、対応しています。

・

平成27年度にお

いて

中

は、住吉小学校校舎及

学

び体育館、柳沢小学校

校

体育館の大規模改造を

の

実施しています

。

0 0

児

0 　老朽化した教育施

童

設の計画的な整備

を進

・

めることにより、児童

生

がのびやか

に育つ環境

徒

づくりに寄与していま

数

す。

－

の推移に留意しつ

小学校校舎等大

つ

規模改

造事業等の実施

、

（校庭

の芝生化）

学校

「

運営課 　良好な学校生

西

活を行えるように、小

東

学校の校庭の芝生化を

京

行っています。平成2

市

4年度

に保谷小学校・

学

柳沢小学校、平成25

校

年度に芝久保小学校に

施

おいて校庭の芝生化事

設

業を行

っています。

0

の

0 0 　ヒートアイラン

適

ド対策及び緑化対策

に

正

加え、環境学習効果に

規

よる教育環境

の充実、

模

地域でのコミュニティ

・

形成な

どに資するもの

適

として実施しています

正

。

－

配置に関する基本

小学校校舎等大規

方

模改

造等事業の実施（

針

長寿

命化事業）

学校運

」

営課 　老朽化した校舎

に

・体育館については、

基

劣化状況を踏まえ、第

づ

２次総合計画との整合

き

性

を図りながら、建替

、

・長寿命化及び大規模

学

改造計画事業計画を策

校

定し、対応しています

施

。

507,447 50

設

7,447 0 　老朽化

の

した教育施設の計画的

適

な整備

を進めることに

正

より、児童がのびやか

規

に育つ環境づくりに寄

模

与しています。

－

・適正配置及び学区域の

見直しについての協議・検討を行っています。

22,782 6,314 16,468 継続実施

(平成20年度)

中 　一部地域における宅地開発等に伴う

児童・生徒数の増加に対応するととも

に、全国的な少子化の進展も踏まえた

中・長期的な視点での検討を行うこと

により、学校教育環境の向上を図りま

す。

Ａ

学校施設の適正規模・

適正配置及び学区域見

直しの検討

学校運

【

営課 　市立小中学校の

施

施設の多くが今後更新

策

時期を迎えることとな

内

るため、計画的な建替

の

や

改修を進めていく必

事

要があり、学校施設の

務

適正規模・適正配置及

事

び学区域の見直し等に

業

よる検討と併せて実施

貢

していきます。

33,

献

037 33,037 0

度

継続実施

(平成20年

判

度)

中 　学校統廃合を

定

はじめ、学校施設の適

】

正規模・適正配置を検

創

討することによ

り、児

1

童・生徒にとって、よ

-

り良い教

育環境の実現

3

を図ります。

－

 学校教育の充実

学校施

総

設の適正規模・

適正配

コ

置及び学区域見

直しの

ス

検討

教育指導課 　平成

ト

27年度からは学校施

(

設の適正規模・適正配

千

置により統合された住

円

吉小学校をＩＣ

Ｔ教育

)

に関する研究指定校と

事

して位置づけ、全普通

業

教室にインタラクティ

群

ブ機能付きプ

ロジェク

2

タ及びデジタル教科書

6

等を配備し、先進的な

市

授業を実施しています

の

。

6,205 6,20

　

5 0 継続実施

(平成2

　

0年度)

中 　住吉小学

：

校での研究等を基に、

評

市内

小・中学校におけ



価

とにより、生徒がのび

年

やかに育つ

環境づくり

度

に寄与しています。

－

【28】 事務事業
サ

外国人英語指導助手に

ー

よる指導の実施

教育指

ビ

導課 　小学校では外国

ス

語活動等において、幅

貢

広い言語に関する能力

献

や国際感覚の基盤を培

度

う

ため、外国人英語指

名

導助手を積極的に活用

称

する等、英語の音声や

【

基本的な表現に慣れ親

2

しみ、言語や文化に対

5

する理解を深めるとと

】

もに、積極的にコミュ

担

ニケーションを図ろ

う

当

とする態度を育成して

課

います。中学校ではコ

【

ミュニケーションの基

2

盤となる語彙数を

充実

6

させるとともに、聞く

】

・話す・読む・書くを

概

総合的に行う学習活動

要

の充実を図って

います

【

。

25,832 25,

2

832 0 拡充 上 　西東

7

京市教育計画にも位置

】

付けられ

ており、英語

の

活動・指導の充実並び

評

に

わが国と外国の文化

価

や伝統を尊重する

心の

施

育成、コミュニケーシ

策

ョン能力の

向上を図る

に

ことができます。

Ａ

おける位置づけ【

共

3

同事業の企画、実施 教

1

育企画課 　市内に存在

】

する東大生態調和農学

水

機構を活用したひまわ

準

り栽培体験、早稲田大

と

学との

連携による事業

の

、武蔵野大学が実施す

【

る学校インターンシッ

3

プによる年間を通じた

2

教育

実習等を行ってお

】

り、今後も市内大学等

事

との連携を深めていき

業

ます。

17,417 9

費

49 16,468 継続

人

実施

(平成24年度)

件

中 　保護者、ＮＰＯ等

費

と連携して、大学

が所

 

有する人的、物的資源

(

を活用した

事業を展開

直

することにより、小学

近

生に

対する教育環境の

)

充実を図ることがで

き

【

ます。

Ａ

29】
 比較【3

地域教育協力

0

者活用事

業の実施

教育

】

指導課 　特色ある教育の推進及び教育活動の充実に向け、積極的に

小

地域の人材を部活動指

学

導や

ゲストティーチャ

校

ーとして活用すること

校

を目的に、学校の年間

舎

執行計画に基づき、地

等

域

教育協力者の謝金を

大

学校に配当しています

規

。

12,404 12,

模

404 0 継続実施

(平

改

成23年度)

中 　積極

造

的に地域の人材を学校

等

教育に活

用することで

事

、地域社会の教育力を

業

高

めるとともに、家庭

の

・地域と学校のつ

なが

実

りを深めることができ

施

ます。

Ｂ

（非構

造部材耐震

家庭の教育力

化

向上支援

事業費

教育指

事

導課 　子供たちの基本

業

的な生活習慣や社会性

）

を身に付けるために、

学

学校において、家庭の

校

教

育力の向上を図るた

運

めに、家庭学習や身近

営

な生活習慣に関する学

課

習・生活情報の提供な

　

どの支援を進めていま

大

す。

730 730 0 継

規

続実施

(平成26年度

模

)

中 　基本的な生活習

地

慣や社会性を身に付

け

震

ることができ、子供の

な

生きる力を育

成するこ

ど

とができます。

Ｂ

の発災時に、内外

2 特

装

別支援学級の運営 教育

材

指導課 　児童・生徒の

な

発達段階や特性を十分

ど

に踏まえ、知的障害、

非

自閉症、情緒障害のそ

構

れぞ

れの実態に応じた

造

教育課程を編成する。

部

その方針のもと、各学

材

級での指導を充実させ

の

る

ために、教員研修な

崩

どを充実させる。中学

落

校の修学旅行での送迎

等

を行っている。

　小学

を

校で年２回、中学校で

防

年１回の宿泊学習での

止

バス借上げの他、中学

す

校の修学旅行

先での移

る

動手段の確保を行って

た

いる。

5,798 5,

め

798 0 継続実施 中 　

非

児童・生徒の実態に応

構

じた教育課程

を編成し

造

、教員研修などを充実

部

させる

ことで、本市の

材

特別支援教育の充実を

の

図ることができる。宿

耐

泊学習等のバス

借上げ

震

等によりを適正に実施

化

していま

す。

Ｂ

を実施しています

特別支

。

援学級の運営 教育支援

2

課 　固定制の特別支援

1

学級においては、知的

8

課題を主としたＡ学級

,

（小学校）やＩ学級（

1

中学校）、自閉症の課

3

題を主としたＢ学級（

7

小学校）やＪ学級（中

2

学校）それぞれが、

特

1

性に応じた教育内容を

8

行う学級運営を実現す

,

るため、就学支援委員

1

会での適切な審議

と判

3

断を行う。また、通級

7

制の特別支援学級にお

0

いては、ことばの教室

　

や情緒等通級の

指導内

学

容を必要とする児童・

校

生徒を通級入級委員会

教

で専門的に審議し、効

育

果的な学級運

営を支援

施

しています。

16,4

設

68 0 16,468 　

の

学級運営を支える一つ

計

として、就学

支援委員

画

会や通級入級委員会を

的

適切に

実施しています

な

。

Ｂ

整備を進め

ることにより、児童がのびやかに育つ

環境づくりに寄与しています。

－

中学校校舎等大規模改

造事業等の実施

学校運営課 　校舎・体育館については、劣化状況を踏まえ第２次総合計画と整合性を図りながら、

大規模改修計画を策定し、対応しています。

0 0 0 　老朽化した教育施設の計画的な整備

を進めることにより、児童がのびやか

に育つ環

【

境づくりに寄与してい

施

ます。

－

策内の事務事業貢

中学校校舎等

献

大規模改

造事業等の実

度

施（長寿

命化事業）

学

判

校運営課 　老朽化した

定

校舎・体育館について

】

は、劣化状況を踏まえ

創

、第２次総合計画との

1

整合性

を図りながら、

-

建替・長寿命化及び大

3

規模改造計画事業計画

 

を策定し、対応してい

学

ます

。

0 0 0 　老朽化

校

した教育施設の計画的

教

な整備

を進めることに

育

より、児童がのびやか

の

に育つ環境づくりに寄

充

与しています。

－

実
総コスト(千円

中学

)

校校舎等大規模改

造事

事

業等の実施（非構

造部

業

材耐震化事業）

学校運

群

営課 　大規模地震など

2

の発災時に、内外装材

6

など非構造部材の崩落

市

等を防止するため非構

の

造

部材の耐震化を実施

　

しています。

144,

　

024 144,024

：

0 　学校教育施設の計

評

画的な整備を進め

るこ



価

し、言語障害に対応し

年

た教室として保谷小学

度

校・芝久保小学校に学

【

級

を設置しています。

2

また中学校には田無第

8

二中学校に学級を設置

】

しています。

2,79

事

8 2,798 0 改善・

務

見直し

(平成20年度

事

)

中 　情緒障害等の児

業

童・生徒を対象とし

た

サ

通級学級を開設するこ

ー

とで教育的ニ

ーズに応

ビ

じた支援を行うことが

ス

できま

す。

－

貢献度
名称【25

適応指導

】

教室の充実 教育支援課

担

　不登校の児童・生徒

当

が自立し将来的に社会

課

参加できるようになる

【

ことを目標に、一人

ひ

2

とりの課題に応じた指

6

導や支援を行う。適応

】

指導教室に毎日、また

概

は児童・生徒の状

況に

要

応じたペースで通うこ

【

とで、指導員との信頼

2

関係を築きながら、教

7

科学習や体験学

習等に

】

より、心理的成長並び

の

に社会性の育成を促す

評

。基本的生活習慣の確

価

立、個に応じ

た学力の

施

定着、自己理解の促進

策

、主体的に将来を自己

に

決定できる力の育成、

お

進路指導等

を行ってい

け

ます。在籍校や医療・

る

福祉等関係機関と連携

位

し、健全な成長を支え

置

る環境づ

くりにも努め

づ

ています。

89,49

け

0 37,538 51,

【

952 継続実施

(平成

3

25年度)

上 　不登校

1

の児童・生徒の通える

】

場所と

して、市民・学

水

校にも周知が広がって

準

きていることや、学年

と

進級や高校進学

により

の

学校復帰を果たしてい

【

ることな

ど、不登校対

3

策にとって重要な事業

2

と

なっています。

Ａ

】事業費 人件費  (直

3 個に応じた教育

近

支援の

充実

教育支援課

)

　「西東京市教育支援

【

推進プラン」の考え方

2

に基づき、すべての子

9

どもに対して丁寧な

ア

】

セスメントに基づく教

 

育支援を行うため、教

比

育支援システムの活用

較

による校内委員会

等の

【

充実や、専門家チーム

3

委員の派遣や指導補助

0

員の配置、就学支援シ

】

ートの活用等を

進めています。また、特別支援学校在籍の児童・生

特

徒については副籍制度

別

を活用して地

域との繋

支

がりを深めています。

援

特別支援教育について

学

、さらに市民及び教員

級

を対象とし

た講演や研

の

修によって理解啓発を

運

促していきます。

29

営

,558 4,856 2

教

4,702 　教育支援

育

システムと専門家派遣

企

を活

用することにより

画

、校内で、個の教育

的

課

ニーズの把握による一

　

貫した継続的

な支援を

障

行うことができます。

害

Ａ

に応じた特別な指導

教育相談機能

を

の充実 教育支援課 　幼

必

児から高校生年齢の子

要

どもとその家族に対し

と

、丁寧なアセスメント

す

に基づく一人ひ

とりの

る

ニーズの把握及びその

児

上での適切な教育支援

童

を行うため、臨床心理

・

士等の専門家

が子ども

生

・保護者・教員等の相

徒

談に応じています。相

を

談者が来所する方法と

対

相談員を派

遣するアウ

象

トリーチの方法により

と

、就学支援や心理的支

し

援、スクールソーシャ

た

ルワーク

等、アセスメ

特

ントや状況に応じ、多

別

様な対応をしています

支

。また、社会問題化し

援

ている

ひきこもりへの

学

対応や未然防止のため

級

、不登校ひきこもり相

へ

談室を運営しています

の

。

158,346 73

介

,419 84,927

助

継続実施

(平成25年

員

度)

中 　子ども自身及

等

び背景の理解を捉えつ

の

つ、その時々の子ども

配

や保護者の思い

や状況

置

を深く理解し、適切な

や

支援を提

供するために

送

、臨床心理学的、教育

迎

的

専門的領域を担い、

（

子どもたちの健全

な成

小

長の促進に貢献してい

学

ます。

Ａ

校のみ）などを行っ

4 地域

て

ぐるみの安全体制

づく

い

りの推進

教育企画課 　

ま

登下校中の小学生の集

す

団に暴漢が襲いかかる

。

事件が近隣自治体で発

4

生したことを受け

て、

9

児童の登下校時の安全

,

を確保するため、地域

0

ぐるみの学校安全体制

2

づくりに取り組

む学校

9

を支援しています。

　

4

保護者、地域の住民・

0

団体等と連携して学校

,

安全体制の推進に取り

7

組む学校に対し、

その

9

取組に必要とする用品

5

の購入費用を予算措置

8

しています。

750 7

,

50 0 　地域全体が見

2

守り意識の共有を図る

3

ことができ、児童の安

4

全に一体的に取

り組む

　

地域であるというＰＲ

学

になり、

地域の見守り

級

体制の構築に寄与する

を

こ

とができます。

Ｂ

運営するために必要な

交通擁護員の配置

介

、ス

クールガードリー

助

ダー

の配置

教育企画課

員

　西東京市立小学校の

の

児童の登下校時に交通

配

擁護員による通学の案

置

内及び挨拶・声がけ

を

や

行い、安全を確保する

、

とともに、交通マナー

特

の指導・啓発を通して

別

児童の交通ルール

等の

支

規範意識の向上を図っ

援

ています。学校や家庭

学

における交通安全指導

級

を継続的に行う

ととも

の

に、保護者、地域の方

ス

々の御協力をいただき

ク

ながら児童の安全確保

ー

に努めていき

ます。

4

ル

7,664 39,43

バ

0 8,234 　児童の

ス

登下校における危険箇

の

所の安

全確保に役立っ

運

ています。

－

行により通学手段を確保し、安

定した学級の運営に取り組んでいます

。

Ｂ

特別支援学級の運営 学校運営課 　小学校では田無小学校・中原小学校・東小学校・柳沢小学校に、中学校では田無第一

中学校・保谷中学校・青嵐中学校に学級を設置し、運営にかかる経費を配当しています

。

6,175 6,175 0 継続実施

(

【

平成20年度)

中 　知

施

的障害、自閉症・情緒

策

障害の児童

・生徒を対

内

象とした特別支援学級

の

を開

設することで、教

事

育的ニーズに応じた

支

務

援を行うことができま

事

す。

－

業貢献度判定】 創

通級学級の開設

1

教育企画課 　西東京市

-

教育支援推進プランに

3

基づき、状況に応じた

 

対応を進めています。

学

　また、特別支援教室

校

については、平成30

教

年度までの全市立小学

育

校での開設に向けて取

の

組を進めています。

0

充

0 0 改善・見直し

(平

実

成20年度)

中 　情緒

総

障害等の児童・生徒を

コ

対象とし

た通級学級を

ス

開設することで教育的

ト

ニ

ーズに応じた支援を

(

行うことができま

す。

千

－

円)

事
業
群

26市

通級学級の開設 学校

の

運営課 　通級学級の情

　

緒障害等に対応した教

　

室として谷戸小学校・

：

東伏見小学校・保谷第

評

一小

学校に学級を設置



価年度【28】 事務事業
サービス 貢献度

名称【25】 担当課【26】 概要【27】 の評価 施策における位置づけ【31】
水準との 【32】事業費 人件費  (直近)【29】

 比較【30】

交通擁護員の配置、ス

クールガードリーダー

の配置

教育指導課 　学校の安全・防犯に関する専門的知識を有した地域安全巡回指導員（以下「スクール

ガードリーダー」という。）を市立各小学校が主催する学校安全連絡会に派遣し、学校

の安全管理体制の点検を行うとともに、学校と子供安全ボランティアとが連携した安全

管理のあり方について協議し、学校の安全管理に関する取組の充実を図っています。

 

54 54 0 　教育委員会が委嘱したスクールガー

ドリーダーを学校に派遣し、学校の巡

回体制の評価等に対する指導・助言を

実施することで、学校の安全管理に関

する取組の一層の充実を図ることがで

きています。

Ｂ

【施策

地域ぐるみの安全体制

内

づくりの推進

教育指導

の

課 　学校や通学路にお

事

ける事件・事故が大き

務

な問題となっている近

事

年の状況を踏まえ、子

業

どもたちが安心して教

貢

育を受けられるよう、

献

学校や通学路における

度

子供の安全確保、地

域

判

住民等の参画による地

定

域の実情に応じた取組

】

を有機的に組み合わせ

創

て、子供の安全確

保の

1

ための見守り等の支援

-

活動をＩＣＴを通じて

3

行っていきます。

0 0

 

0 　学校、家庭及び地

学

域の関係機関・団

体が

校

連携を図りながら、地

教

域社会全体

で子供の安

育

全を見守る体制の整備

の

が推

進できています。

充

Ｂ

実
総コスト(千円)

事

事

業

業の合計 5,052,

群

139 4,816,4

2

52 235,687

6市の　　：評


